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令和４年度財政的援助団体等監査の結果に基づき講じた措置の内容 

 
監 査 結 果 措 置 の 内 容 

Ⅰ 総括 

１ 改善等を要する事項 

⑴ 指摘事項 

① 指定管理施設の利用料金の設定が適当で

ないもの 

島根県芸術文化センター（グラントワ）の

利用料金の設定にあたり、料金の算出処理に

誤りがあり、条例で定める範囲を超えた料金

設定を行っているものがあった。 

 

 
 
 
 ① 指定管理施設の利用料金の設定が適当で

ないもの 

（（公財）しまね文化振興財団） 

県の承認を受け、遡って利用料金を改正し

た。また、過徴収の対象及び金額を特定の

上、返金事務手続きを進めている。 

今後、料金の改定時には、改定料金が条例

に合致しているか、計算が合っているかな

ど、チェックリストを作成し、複数の担当者

でチェックを行う。 
また、県と日頃から連絡・調整等を密にし

細心の注意を払って運営に取り組むよう努め

る。 

 
② 指定管理施設の利用料金の設定に係る承

認手続きが適当でないもの 

島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、団体から提出された利用料金の確

認が不十分であり、条例で定める範囲を超え

て設定された料金設定を承認していた。 

 ② 指定管理施設の利用料金の設定に係る承

認手続きが適当でないもの 

（文化国際課） 

財団からの協議を受け、遡って利用料金の

改正を承認した。 
今後、料金の改定時には、改定料金が条例

に合致しているか、計算が合っているかな

ど、チェックリストを作成し、複数の担当者

でチェックを行う。 
また、指定管理者と日頃から連絡・調整等

を密にし、施設の運営、事業の実施状況や課

題等を把握するよう努める。 
 

２ 意見 

⑴ 指定管理者制度導入施設 

ア 施設・設備等の老朽化への対応 

今回監査を行った指定管理者制度導入施設

の中には、開館から長年が経過し、施設・設

備の大規模修繕や更新等が必要な時期となっ

ているものがあった。 

 
⑴ 指定管理者制度導入施設 

ア 施設・設備等の老朽化への対応 

（該当所管課、人事課、財政課、管財課） 
大規模修繕等については、施設の運営に影

響を与えることから、事前に指定管理者や施

設所管課と協議し、実施時期や工事の内容、
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現在、県が所有する施設については、定期

点検や劣化度調査の結果に基づき施設ごとに

作成された「第２次維持保全計画（令和２～

６年度）」に沿って計画的に修繕工事等が行

われることになっているが、指定管理者から

は、「貸館やイベント開催など数年先の計画

を立てて事業運営する必要があり、修繕工事

等の内容や時期によってはその運営に影響を

与える可能性があることから、工事の規模や

期間等を早期に示してほしい」との意見が聞

かれた。 
ついては、指定管理者制度導入施設の大規

模修繕等にあたっては、引き続き指定管理者

と十分な協議・調整を行うとともに、工事の

内容等が施設運営に与える影響を考慮し、令

和７年度以降の修繕工事等についても早期に

見通しを示すなど、十分に配慮されたい。 
 

方法について調整を行った上で実施してきた

ところである。 

また、指定管理料の増減が必要な場合は、

調整を行っている。 

今後行う修繕工事等についても、工事の内

容等が施設運営に与える影響を考慮し、早期

に指定管理者や施設所管課と協議を行う。 

 イ 著しい物価変動への対応 

指定管理業務に関するリスク分担について

は、基本協定書の「リスク分担表」で定めら

れており、物価変動に伴う経費の増について

は、指定管理者が負担することとされてい

る。 

今回監査を行った施設の指定管理者から

は、「昨今の急激なエネルギー価格の高騰や

最低賃金の大幅な引き上げなどは許容できる

範囲を超えており、このままでは利用者サー

ビスの低下や安定的な施設運営が困難になる

ことが懸念される」との意見が聞かれた。 

エネルギー価格の高騰については、その影

響額を調査し、光熱費の高騰分を指定管理料

に反映させるといった対応がとられるようで

あるが、最低賃金の大幅な引き上げによる人

件費や委託経費の増加など、社会情勢の変化

による物価変動が施設運営に与える影響は引

き続き懸念されるところである。 

ついては、著しい物価変動により施設運営

に支障が生じないよう、指定管理者との十分

な協議を行い、適切に対応されたい。 

 

 

 イ 著しい物価変動への対応 

（該当所管課、人事課、財政課） 

原油価格・物価高騰による光熱費の上昇

を、基本協定書に定める不可抗力の発生とし

て取り扱うこととし、令和４年度の指定管理

料の調整を行ったところ。 
引き続き、著しい物価変動により施設の運

営に支障が生じることのないよう、所管課の

意見も聞きながら把握に努め、適切な制度運

用に活かしていく。 
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⑵ 観光情報の発信と公の施設の利活用 

新型コロナウイルス感染症の影響が長引く

中において、島根県観光連盟や石見観光振興

協議会では、ＷＥＢメディアを活用した情報

発信の強化や教育旅行等新たな市場の開拓な

ど、コロナ禍を機に変化した観光に対応する

ための取組が行われていた。 

また、公の施設においては、利用者が安心

して施設を利用できるよう、コロナの感染予

防対策に取り組んでいたほか、施設改修や新

たな企画展の開催等により魅力を向上させ、

落ち込んだ需要の回復・拡大を図る努力を続

けていた。 

こうした各団体の努力や、行政が実施する

観光需要喚起策等もあり、令和４年度におい

ては、一定程度、需要の回復が見られる一方

で、移動制限の解除を受け、令和３年度に多

くあった県内の学校の修学旅行先としての需

要は減ってきているという意見も聞かれた。 

県民にとって、県内のこれまで行ったこと

のない地域や施設を訪れたことは、各地域の

魅力を再認識する良い機会となっていたこと

から、高まった県内旅行の流れを継続させる

ことも重要である。 

そのためには、対象とする年齢層などター

ゲットに応じた情報発信を行うとともに、県

内など比較的近い地域から繰り返し訪れるよ

うな仕掛けづくりや、遠足や総合学習等子ど

もたちの学びの場としての活用も求められ

る。 

ついては、（公社）島根県観光連盟、石見

観光振興協議会及び該当所管課においては、

出雲・石見・隠岐間の旅行や交流を促すよう

な取組を念頭に、効果的な情報発信に取り組

まれたい。 

また、指定管理者及び該当所管課において

は、各施設の特徴を活かし多くの県民が繰り

返し訪れたいと思えるような施設となるよ

う、引き続き取り組まれたい。 

⑵ 観光情報の発信と公の施設の利活用 

（（公社）島根県観光連盟、石見観光振興協

議会、観光振興課） 

各地域の観光的な魅力については、県政広

報等を活用し、引き続き県民に向け情報発信

していく。 

また、県内各地域の修学旅行先としての魅

力を紹介する教育旅行素材集を、県外だけで

なく県内の学校へも配布するとともに、助成

制度について、令和５年度より、県内の学校

が県内で修学旅行を実施する場合も助成対象

とした。 

また、平成２７年度から実施している石見

周遊スタンプラリー「いわみくるり」は県内

在住者の利用率も高く、県東部から西部への

流入にも一定の成果を上げているため、引き

続き「いわみくるり」を通じた情報発信を行

っていく。 

 

（（公財）しまね海洋館、しまね暮らし推進

課） 

引き続き、テレビＣＭや地元情報紙などに

よる広報のほか、即時性の高いＳＮＳやＶＲ

を活用したwebコンテンツなどによる情報発信

に取り組む。 
また、展示・パフォーマンス等の内容進化

を図るとともに、年間を通じた季節ごとのテ

ーマ型イベントなどを実施し、年間パスポー

トによるリピート客の拡大や学校教育を含め

た県内地域及び近県からの利用促進につなげ

ていくほか、地元事業者等と連携したアクア

スマルシェでの来館者へ地域産品やグルメを

紹介する機会の提供、JRと連携した子育て世

代向け体験ツアーの実施、周辺自治体等と連

携したシニア層向け健康コンテンツの企画・

開発を行うなど、様々な年代が楽しむことの

できる新たな魅力の創出に向けた取組を行っ

ていく。 
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（（公財）しまね文化振興財団、文化国際

課、文化財課） 

＜交流を促す取組＞ 

島根県民会館及び島根県芸術文化センター

「グラントワ」では、県内の伝統芸能を紹介

する「しまね伝統芸能祭」や、公立文化施設

と連携し「益田糸操り人形」「石見神楽」と

いった石見地域の伝統芸能を県東部や隠岐で

公演したり、「安来節」等の県東部の伝統芸

能を県西部で公演するなど、県民が自分の住

んでいる地域外の文化に触れる機会を設けて

おり、今後も企画していく。 
＜情報発信＞ 

しまねバーチャルミュージアムやしまねキ

ャッチナビといったWEBサイトを通して県域

の文化情報を発信している。 
＜各施設の特徴を活かした取り組み＞ 

５４年の歴史を持つ島根県民会館では、県

民文化活動の拠点として幅広い県民が参加で

きる事業に引き続き取り組む。 
芸術文化センターでは、美術館と劇場の複

合施設という特性を生かした事業を展開する

ほか、石見地域の伝統芸能や文化活動の発信

に引き続き努める。 
八雲立つ風土記の丘は、展示学習館をセン

ターとし、古代出雲を代表する周辺史跡を訪

れてもらう取組を引き続き進めるほか、歴史

学習に活かすことのできる体験プログラムも

提供する。 
 

（（公財）しまね自然と環境財団、自然環境

課） 

令和元年以降、三瓶自然館では常設展示の

リニューアルやビジュアルドームの鑑賞環境

向上を実施するとともに、三瓶小豆原埋没林

公園では展示・ガイダンス機能の充実を図る

など施設の魅力・利用向上に資する整備を行

っており、引き続きこれらを充分に活かした

取組を行っていく。 
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Ⅱ 個別 

１ 一畑電車沿線地域対策協議会 

（所管課：交通対策課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 一畑電車への支援 

一畑電車沿線地域対策協議会は、平成１８

年度以降、インフラ所有権を移転しない上下

分離方式に基づき施設整備の支援を行ってき

た。 
また、平成２３年度からは「一畑電車支援

計画（平成２３～令和２年度）」に基づき、

新型車両の導入など鉄道施設（線路・電路・

車両）の整備に係る支援や、定期券の購入助

成など利用促進に対する支援等を行ってき

た。 
令和３年度からは、これまでの取組の検証

結果等を踏まえ、支援対象を長期サイクルで

の大規模投資を要するものに特化した「一畑

電車支援計画（令和３～７年度）」を策定

し、支援を継続しているところである。 
一畑電車の年間利用者は、これまでの取組

や一畑電車（株）の利用促進に係る取組など

により、令和元年度は約１４５万人を記録し

たが、令和２年度以降、新型コロナウイルス

感染症の影響により、観光等での利用者を中

心に減少がみられる。 
ついては、令和３年度からの支援計画に基

づき、一畑電車に対し引き続き計画的な支援

を行い、安全性や利便性の向上、乗り心地や

輸送効率の改善等を図るとともに、一畑電車

（株）や沿線自治体等とより一層の連携を図

りながら、効果的な事業の実施に努められた

い。 
 

 
 
 
 
 
① 一畑電車への支援 

一畑電車沿線地域対策協議会では、「一畑電

車支援計画」に基づき支援を行っているが、今

後、予定している新型車両の導入について、昨

今の物価高騰の影響により部材価格も高騰し、

調達納期も長期化の見通しであることから、協

議会を構成する県、松江市及び出雲市と、一畑

電車(株)で協議し、令和５年１月に支援額の増

額と車両導入時期を延長する計画変更を行った

ところである。 
  これからも、地域の公共交通確保のため、

沿線自治体や一畑電車(株)と一層の連携を図り

ながら、引き続き計画的に、効果的な事業とな

るよう取組を推進していく。 
 

２ （公財）しまね文化振興財団 

（所管課：文化国際課、文化財課） 

⑴ 団体 

【改善等を要する事項】 

① 指定管理施設の利用料金の設定が適当でな

いもの 

 
 
 
 
① 指定管理施設の利用料金の設定が適当でな

いもの 
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島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、料金の算出処理に誤りがあり、条

例で定める範囲を超えた料金設定を行ってい

るものがあった。 
 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり]  

【意見】 

① 利用料金の適切な設定 

今後は団体が管理する指定管理施設の利用

料金の設定を適切に行われたい。 

 

 
① 利用料金の適切な設定 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
 

② 石見地域における文化芸術振興 

島根県芸術文化センターは、平成１７年１

０月の開館以来、美術や音楽、演劇など質の

高い文化芸術の鑑賞機会を提供してきたが、

令和３年１１月から耐震改修工事のため大ホ

ールと小ホールが休館となっている。 
団体では、ホール休館期間が地域の文化的

空白期間とならないよう、この機会に石見地

域の市町ホールや学校等と連携し、当該市町

で公演を開催するなど、地域における鑑賞機

会の創出に取り組んでいる。 
ついては、こうした取組を通して把握した

地域のニーズや、関係機関等とのネットワー

クを活かし、令和５年５月予定の再開館後も

石見地域の文化芸術拠点として、引き続き文

化芸術の振興に努められたい。 
 

② 石見地域における文化芸術振興 

再開館後は、鑑賞事業を中心としたホール

事業を積極的に展開し、改めて文化拠点であ

るグラントワの魅力の発信と、石見地域の文

化芸術体験機会の拡充に取り組む。 
また、休館中に取り組んだ地域連携事業を

通して把握したニーズや当事業で深めた各地

の文化施設や行政・教育機関、民間団体との

繋がりを活かし、石見地域の文化芸術拠点と

して、引き続き文化芸術の振興に努める。 

⑵ 所管課（文化国際課） 

【改善等を要する事項】 

① 指定管理施設の利用料金の設定に係る承認

手続きが適当でないもの 

島根県芸術文化センターの利用料金の設定

にあたり、団体から提出された利用料金の確

認が不十分であり、条例で定める範囲を超え

て設定された利用料金を承認していた。 
 
 

 
 
① 指定管理施設の利用料金の設定に係る承認

手続きが適当でないもの 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
 

【意見】 

① 利用料金の設定に係る適切な承認手続き 

今後は指定管理施設の利用料金の承認手続き

を適切に行われたい。 

 
① 利用料金の設定に係る適切な承認手続き 

[Ⅰ総括の１改善等を要する事項に記載のと

おり] 
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３ （公財）島根県障害者スポーツ協会 

（所管課：スポーツ振興課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 島根かみあり全スポの開催に向けた機運醸

成と諸準備 

島根県障害者スポーツ協会は、障がい者ス

ポーツの普及・振興を図る県内の中核的な団

体である。 
現在、令和１２年に本県で開催される第２

９回全国障害者スポーツ大会（愛称：島根か

みあり全スポ）を見据えて、県障がい者スポ

ーツ大会の開催、障がい者スポーツ指導員の

養成、強化選手の育成などに取り組んでいる

が、団体からは、参加選手や指導者の確保が

十分ではない状況と聞いている。 
ついては、島根かみあり全スポの開催を契

機として、障がい者スポーツ普及の機運醸成

を図るとともに、関係機関、諸団体、県関係

課などとも十分な協議・調整の上、選手、指

導者等の養成をはじめとした諸準備に努めら

れたい。 
 
 
⑵ 所管課 

【意見】 

① 島根かみあり全スポの開催に向けた諸準備 

島根かみあり全スポの開催を契機として、

県民が障がいに対する理解を深め、障がい者

の社会参加の推進に寄与し、もって誰でも等

しく生活できる共生社会の実現が期待されて

いる。 
ついては、団体に対する意見で述べたよう

に、着実に準備作業を行う必要があり、県健

康福祉部や県教育委員会などとも連携を密に

して、島根かみあり全スポの開催に向け諸準

備に努められたい。 
 

 
 
 
 
① 島根かみあり全スポの開催に向けた機運醸

成と諸準備 

機運醸成に向けた取組として、本会が実施

する事業に係る印刷物等に、島根かみあり国

スポ・全スポのロゴマークを利用し、大会の

周知を行った。また、今後はホームページへ

の掲載も行うこととしている。 
また、障がいのある方が身近な地域で自主

的、主体的にスポーツができるよう、スポー

ツの場の提供や、日常的にスポーツを行うた

めの用具等の整備を通じて、機運の醸成や選

手の確保、養成に取り組む。 
指導者の養成については、本会が実施する

パラスポーツ指導員養成研修会等の拡充に取

り組む。 
島根かみあり全スポに向けては、選手の発

掘、育成及び指導員養成等について、計画的

に実施していく必要があり、関係機関等と連

携強化を進めるとともに、本会の体制強化も

含め県関係課と協議していく。 
 
 
① 島根かみあり全スポの開催に向けた諸準備 

  障がい者団体、競技団体、県庁関係課等を

構成員とする専門委員会を令和５年度に立ち

上げ、選手・役員の確保対策や競技会場地の

選定など、具体的な検討を進めていく。 

４ 島根県歯科技術専門学校 

（所管課：医療政策課） 

⑴ 団体 

【意見】 
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① 歯科衛生士の人材確保 

県内では、高齢化の進展に伴い、施設や在

宅での口腔ケアの需要が高まっている。 
一方、歯科診療所では、特に県西部や隠岐

地区等において歯科衛生士が不足している。 
このような状況に対応するため、本校にお

いては、「県内指定地区出身在学生支援制

度」による学生への授業料助成や、勤務歯科

衛生士や専門学校教員が高等学校で講話を行

う歯科衛生士職業紹介事業を実施するなど、

入学者の確保に努めてきた。 
さらに、本校も参画する島根県歯科衛生士

人材確保協議会においては、歯科衛生士をめ

ぐる就業状況等を踏まえ、離職防止や復職支

援に取り組んでいるところである。 
ついては、高まる需要に対応するために、

設置者たる（一社）島根県歯科医師会ととも

に、関係機関等との一層の連携を図り、歯科

衛生士の人材確保に努められたい。 
 

① 歯科衛生士の人材確保 

引き続き「県内指定地区出身在学生支援制

度」、歯科衛生士職業紹介事業を地区歯科医

師会とも連携して実施し、歯科衛生士が不足

している地域からの入学生確保に努めてい

く。 

また、以前より卒後１～３年の者へ就業状

況や労働環境についてアンケート調査を実施

している。調査結果をもとにより良い労働環

境で勤務できるよう（一社）島根県歯科医師

会と連携し、新卒者や現在歯科衛生士資格を

持っている者が歯科衛生士業務を続けていけ

るよう島根県歯科医師会会員へ離職防止や復

職支援について情報提供等を行っていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ 所管課 

【意見】 

① 歯科衛生士の人材確保に向けた取組に対す

る支援 

高齢化の進展に伴い、歯科衛生士に対する

需要が高まっている。 
こうした中、本校は高校訪問や歯科衛生士

職業紹介事業の実施などにより入学生の定員

確保や歯科衛生士の養成に一定の成果を上げ

ている。 
一方、本校からは、人材確保に向けて、歯

科衛生士の役割の理解や必要性に対する県民

の認知度をさらに高める必要があるという意

見も聞かれたところである。 
ついては、島根県も参画する島根県歯科衛

生士人材確保協議会において、歯科衛生士の

認知度向上を図るとともに、離職防止や復職

支援などの取組を一層充実させ、必要な人材

確保への支援に努められたい。 
 

 
 
① 歯科衛生士の人材確保に向けた取組に対す

る支援 

  県も参画する「島根県歯科衛生士人材確保

協議会」において、認知度の向上、離職防

止、復職支援の具体的な対策について検討す

るなど、人材確保に向けた対策に引き続き同

校と連携して取り組む。 



- 9 - 

５ （一社）しまね縁結びサポートセンター 

（所管課：子ども・子育て支援課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 関係団体等との更なる連携 

しまね縁結びサポートセンターは、結婚を

望む独身者の出会いや結婚の支援を行うこと

を目的として、縁結びボランティア「はぴ

こ」による相談・出会いの場（お見合い）の

提供や、市町村や企業等と連携した結婚支

援、有料会員制コンピューターマッチングシ

ステム「しまコ」の運用などの事業を展開し

ており、センター設立から令和３年度末まで

の成婚数の累計は４２４組となった。 
しかしながら、令和３年度末の「はぴこ」

の相談登録者数１，２５７名のうち町村の登

録者は１２３名で全体の約１０％、「しま

コ」の登録者数６０３名のうち町村の登録者

は３９名で全体の約６％と極めて少ない状況

となっている。 
こうした中、センターでは、「しまコ」に

自宅閲覧等の機能を追加し利便性の向上を図

るなど、センターへの来所が難しい中山間離

島地域の登録者増に向けた取組を行ったとこ

ろである。 
独身者の結婚の希望をかなえるためには、

センターだけではなく、行政や企業などが一

体となって啓発や出会いの場の創出等の幅広

い取組を進めることが効果的である。 
ついては、県や市町村のほか、センターの

正会員、しまね縁結びサポート企業、及びし

まね縁結び応援団等とこれまで以上に連携を

密にして、効果的な事業実施に取り組まれた

い。 
 

 

 

 

 

① 関係団体等との更なる連携 

当団体は、平成２８年度の一般社団法人設

立の際、「晩婚化、未婚化は社会全体の問題

と認識し、行政だけでは解決できない課題に

官民一体となって取り組む」ことを趣旨とし

て設立している。 
 これまでも、センターの正会員で構成され

る社員総会等において、「はぴこ」活動支援

や「しまコ」運用に係る効果的な広報等につ

いての意見をいただき、こうした意見を事業

に反映しながら取り組んでいるところであ

る。 
 また、県内全域におけるセンター利用者の

増加は、結婚を希望する独身の方の希望が叶

う環境づくりとして有効であり、「はぴこ」

や「しまコ」の広報について、各会員、理事

団体の強みを活かした取組もお願いしている

ところである。 
 加えて、令和５年度から島根県で開始され

た「結婚支援コンシェルジュ事業」におい

て、しまね縁結びサポート企業との連携を密

にし、企業の従業員の方へイベント等の情報

提供を行い、「はぴこ」や「しまコ」登録に

つながるよう、取り組んでいるところであ

る。 
 今後も関係団体と連携を密にすることで、

センターの効果的な事業実施へと繋げ、独身

の方の結婚の希望を叶えられるよう取り組ん

でいく。 
 

⑵ 所管課 

【意見】 

① しまね縁結びサポートセンターの運営支援 

団体意見で述べたように、独身者の結婚の

希望をかなえるためには、センターだけでは

なく、行政や企業などが一体となって啓発や

 
 
① しまね縁結びサポートセンターの運営支援 

  毎月の定例会等により、県とセンターの情

報共有を行い、センター事業が安定的・効果

的に実施できるよう、連携を図っていく。 
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出会いの場の創出等の幅広い取組を進めるこ

とが肝要である。 

ついては、センターが効果的な事業実施や

調整機能が発揮できるよう、今後とも運営状

況等を的確に把握し、必要な支援を行われた

い。 

 

６ （公財）しまね農業振興公社 

（所管課：農業経営課、農地整備課） 

⑴ 団体 

【意見】 

① 農地中間管理事業への適切な対応 

都道府県ごとに農地中間管理機構を設置

し、小規模な農地や分散している農地を集め

て、意欲ある農業者（農家や法人）に貸し出

す仲介役を担わせる制度として、平成２６年

度に創設された農地中間管理事業について

は、しまね農業振興公社が「農地中間管理機

構」として島根県から指定を受けて事業を実

施している。 

本事業によって公社管理農地は、平成２８

年度末の２，１９６．７haから令和３年度末

の６，８７０．０ha へと年々増加しており、

これらの管理に係る事務は今後とも増加して

いくことが見込まれる。 

ついては、引き続き体制整備や外部委託

等、円滑な業務の実施に向けた検討を行い、

適切な対応に努められたい。 

 

 

 

 

 
 
 
 
① 農地中間管理事業への適切な対応 

農地中間管理事業の推進については、平成

２７年度以降、現地相談員を中心に、市町

村、農業委員会、市町村公社、JAと連携を図

りながら進めてきた。 
現地相談については、平成２９年度は県内

１０地区１０名配置、平成３０年度、松江・

隠岐地区を分け、各々１名体制（計１１名）

とし、県内全ての市町村を網羅している。令

和５年度の法改正に伴い、市町村が「地域計

画及び目標地図」を作成するにあたっての協

議の場においては、当該相談員が積極的に参

画し、農業委員、最適化推進委員との情報共

有を深め、地域の担い手の確保及び農用地の

利用集積・集約化の実現に向けて積極的に事

業推進を図っていくこととしている。 
事務委託については、現在、市町村、市町

村農業公社、島根県土地改良事業団体連合会

等へ委託して実施しており、引き続き同団体

等と連携し事務委託を行うこと、更には、令

和６年度を目標に、形式的な事務手続き及び

人・農地にかかる台帳の管理業務については

外部委託を行うための事務内容の整理を現委

託先と協議し、進めることとしている。 
また、円滑な業務の実施に向け、事業担当

者による社内ミーティング及び研修会を適宜

行い、職員のモチベーションの向上を図ると

ともに、円滑な業務の改善検討を話し合い、

適切な業務実施に取り組んでいくこととして

いる。 
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② 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

中海干拓農地の売渡し等に当たっては、農

地価格を据え置くとともに、売渡支援制度や

長期貸付制度のＰＲ等、新規就農希望者や農

外企業等に対する働きかけを進めてきた。 
こうした取組により、公社取得面積２７

６．７ｈａのうち、令和３年度末の売渡済面

積は２３４．９ｈａ（８４．９％）、長期貸

付面積は３６．９ｈａ（１３．３％）とな

り、未利用地（公社管理農地）の解消も図ら

れつつある。 
ついては、貸付契約の更新時に取得を促す

など、引き続き関係機関と連携し干拓農地の

売渡しに努められたい。 
また、売渡しが困難な場合においても、引

き続き貸付等を進めることにより未利用地の

解消を図るとともに、農地の維持管理費や利

用促進に係る経費の縮減方策についても検討

されたい。 
 

② 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

令和５年４月時点で未利用農地５．１ha
（揖屋１．６ha、安来３．５ha）のうち、

３．５ha（揖屋０．５ha、安来３．０ha）に

ついては、令和５年中の長期貸付契約締結に

向けて、交渉中である。 
残る１．６ha についても、引き続き、関係

機関（県、市、農業委員会、JA）と情報交換

を行い、条件不利でも営農可能な施設園芸に

関心のある担い手への農地の斡旋等、未利用

地の解消に努めるとともに、貸付更新時に

は、農地の購入を促していく。 
また、営農資材のコスト縮減による維持管

理費の縮減にも引き続き取り組む。 
 

⑵ 所管課（農業経営課） 

【意見】 

① 農地中間管理事業への適切な対応 

公社に対する意見で述べたように、農地中

間管理事業の円滑な実施について、公社との

連携を密にして適切な対応に努められたい。 
 
 
 
 
 
 
⑶ 所管課（農地整備課） 

【意見】 

① 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

公社に対する意見で述べたように、売渡

し、貸付等による未利用地の解消、維持管理

等に係る経費の縮減について、公社との連携

を密にして適切な対応に努められたい。 
 

 
 
① 農地中間管理事業への適切な対応 

令和５年度からの国の制度改正施行によ

り、中間管理事業の案件増加が予想されるた

め、推進員等の増員（Ｒ５年度当初：事務員

１名増）により体制を強化し、農地中間管理

事業の更なる円滑化を継続検討している。 
  また、国の制度改正に伴い、新たな制度に

ついての市町村等への説明を、県・公社・農

業会議と連携して実施した。 
 
 
 
① 中海干拓農地の未利用地の解消、経費の縮

減等 

  引き続き、農業振興公社と連携し、意欲あ

る担い手への農地の斡旋等による未利用地の

解消及び営農資材のコスト縮減等による維持

管理経費の削減に取り組む。 
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